
公共施設再生計画アンケート調査 
―クロス集計による傾向の分析― 

習志野市 財政部資産管理室 資産管理課 

クロス集計とは― 
アンケートの設問項目について、 
２つの項目に注目して同時に集計することをいいます。 
 
 （例） 
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http://www.city.narashino.lg.jp/index.html
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概  要 
１．実施期間 
  平成25年12月 
２．調査対象 
  習志野市に在住の18歳以上の3,000名を無作為に抽出 
３．回答数及び回答率 
  1,018名・33.9% 
４．性別及び年齢 
   
 

男性
44.8%

456
女性

54.3%
553

未回答

0.9% 9

10歳代
1.5%(15)

20歳代
8.3%
(84) 30歳代

12.5%
(127)

40歳代
16.5%
(168)

50歳代
15.7%
(160)

60歳代
21.1%
(215)

70歳代
18.0%
(183)

80歳

以上

6.3%
(64)
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地域別にみる関心度 

 全ての地域において、 
 「強い関心を持っている」「関心を持っている」が、 50%を超えています。 
 「大久保・泉・本大久保・屋敷・花咲」における「強い関心を持ってい

る」の割合が高くなっています。図書館・公民館等の再生計画が、第1期に
予定されていることが要因と推測されます。 
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実施すべき方策 
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実施すべき方策 
統廃合・多機能化 
 約40％が「積極的に実施すべき」、「どちらかというと実施すべき」と併せ

ると80％弱が「実施すべき」と考えられています。 
広域化 
 近隣自治体と共同で施設を建設・運営する「広域化」は、約30％が「積極的

に実施すべき」、「どちらかというと実施すべき」と併せると80％弱が「実
施すべき」と考えられています。 

民間活用・土地活用 
 50％～60％の「積極的に実施すべき」、「どちらかというと実施すべき」

と合わせると約90％の方が「実施すべき」と考えられています。 
地域移管 
 「実施すべき」と「実施すべきでない」がほぼ同数となっています。 
サービス水準引下げ・利用料引上げ・特別課税 
 いずれも「実施すべきでない・どちらかというと実施すべきでない」が、過

半数を占めています。「サービス水準引下げ」と「特別課税」は公共施設再
生計画では検討に含めていません。 
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公共施設白書等の認知度と実施すべき方策の関連 
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公共施設白書等の認知度と実施すべき方策の関連 
統廃合・多機能化、広域化、民間活用、土地活用 
 公共施設白書などを「知っている」、あるいは「知らない」に関わらず、

「実施すべき」というご意見が多くなっています。 
 

地域移管 
 公共施設白書などを「知らない」と答えた方の方が、地域移管を「実施すべ

きでない」と答えた割合が高くなっています 。 
 

サービス水準引下げ・利用料引上げ・特別課税 
 「実施すべきでない・どちらかというと実施すべきでない」といった意見が

多かったこの方策は、公共施設などを「知らない」といった方の方が、割合
が高くなっています。 
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関心の高さと実施すべき方策の関連 
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関心の高さと実施すべき方策の関連 
 
 関心の高さと「積極的に実施すべき」の割合の高さは比例している。 

すなわち、関心が高くなればなるほど、多くの方策について、「積極的に実
施すべき」と考える方が増加すると考えられます。 
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利用頻度と実施すべき方策 
（よく利用している・時々利用している） 

93

75

123

32

59

55

179

21

35

16

87

112

93

97

108

110

57

52

80

41

59

44

26

84

64

69

11

116

100

118

19

20

11

39

19

19

7

62

42

80

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よく利用している

よく利用している

よく利用している

よく利用している

よく利用している

よく利用している

よく利用している

よく利用している

よく利用している

よく利用している

利用料引上げ

統廃合・多機能化

広域化

民間活用

地域移管

長寿命化

民間施設 利用補助

土地活用

サービス水準引下げ

特別課税

160

112

177

53

79

73

225

35

42

12

140

173

150

138

182

178

127

89

130

89

60

70

39

130

86

84

23

166

151

166

18

17

10

45

17

36

3

86

52

110

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

時々利用している

時々利用している

時々利用している

時々利用している

時々利用している

時々利用している

時々利用している

時々利用している

時々利用している

時々利用している

利用料引上げ

統廃合・多機能化

広域化

民間活用

地域移管

長寿命化

民間施設 利用補助

土地活用

サービス水準引下げ

特別課税



公共施設再生計画 11 

利用頻度と実施すべき方策 
（ほとんど利用しない・利用したことがない） 
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 利用頻度によっては、傾向に大きな差は見られない。 
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「時々利用」「ほとんど利用しない」「利用したことがない」→８割、 
「よく利用する」→７割が「実施すべき」。 

12 

まとめ 

統廃合・多機能化 

民間活用 ８割が「実施すべき」。利用頻度による差なし。 

地域移管 「実施すべき」と「実施すべきでない」がほぼ同数。 

土地活用 
９０％以上が実施すべき。 
利用頻度にかかわらず「実施すべき」が多い。 

サービス水準 
引下げ 

「実施すべきでない」が多い。 
利用頻度が高いほど「実施すべきでない」が多い。 

利用料引上げ 「実施すべき」と「実施すべきでない」がほぼ同数。 

特別課税 「実施すべきでない」が多い。 

広域化 ７～８割が「実施すべき」。利用頻度が低いほど「積極的に実施すべき」。 


